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1

本文は急激に増大する公共土木工事に対処 して, 発注, 監督者側としての建設省の施工組織上に生ずる

問題点に関して解析的ならびに実証的な研究を行なったものであって, 序論および5章からなっている｡

序論は本研究の目的, 立場および内容について述べたものである｡

第 1茸においては, まず研究の対象となる公共土木工事の概念を明確にするため, 公共事業についてそ

の概要を述べ, 本研究で取 り扱 う公共土木工事の定義を行ない, あわせて公共土木工事の過去の推移と将

来の展望を概観 している｡ 組織の解析的研究は, 従来抽象的な数学的表示にかたよっており, 数式に含ま

れている変数の測定法を欠いており, 実際の組織の活動の分析には不適当であるとし, これらの概要を述

べるとともに著者独自の情報伝達行列を用いた組織の解析法について説明している｡

第 2 茸は研究の対象とする公共土木工事の施工組織の現状を知るために, おもな発注官庁と業者の組織

および施工業務の内容を分析 したものである. すなわち組織の一般的概念を把握するため, 組織の形式的

な構造 (代表的パターンとしてライン型, スタッフ型, ライン ･ スタッフ型) および古典的組織論と現代

的組織論における業務フローの一般原則について述べており, 代表的な河川工事および道路工事の業務フ

ローについて調べたところ, 予算に関する業務フローはほぼ同一であるが, 計画立案から施工完了, 維持

管理までの各段階における業務フローはかなりの差があることを明らかにしている｡ さらに建設業者数は

年 々増加の一途をたどり, 雰細資本の業者が多 く, その組織は受注産業であるため, 外的要因特に政府の

大規模プロジェク トに対 して敏感であるとしている｡

第3章においては, 組織中のポス トを上位の順に行と列にもつ行列を考え, その要素にポス ト間の対話

時間をとると, 組織の人間関係は OD交通量と同様に取 り扱えると述べ, この行列を情報伝達行列 と よ

び, その対角線上の要素は白作業と解 され, ある日作業を含む行と列において, 自作業の要素より上方の

要素は上からの命令, 下方の要素は下からの報告, 左側の要素は上- の戟告, 右側の要素は下- の命令で

あるが, 対話を分解 して命令, 報告に分けることは実際上なかなか困難であるから, 拘束時間としての対
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話時間をとらえて, 対角線を軸として対称となるように情報伝達行列を作成するのが実用的であるとして

いる｡ 各人の総対話時間および総自作業時間を観測することは容易であるが, 構成員相互の対話時間をそ

れぞれ観測することは容易でないので, 情報の伝達を有限マルコフ連鎖として表現できることを明らかに

して, 情報伝達行列の確率的な構造研究 し, その要素はOD交通量を求める手法 (簡便法, 情報理論によ

る方法, 重力モデル法およびエントロピー法) を援用することによって推定することができ, その中でも

ェン トロビー法が計算の労力軽減および適合性からみて実用性が高いと述べている｡ 情報伝達行列の要素

の値を決定するにあたっては, 各構成員問の親近感を表わす親近距離という概念の導入が必要であって,

対話量は親近距離に対 して重力モデル的に影響をうけているとしている｡

このような分析方法を用いて, 著者は二, 三の簡単な組織に対 して, 組織内の非公式な対話の有無が各

構成員問の業務フローにいかなる影響を及ぼすかを明らかにし, 業務量の将来推計の有力な手法であると

ともに, また反面, 情報伝達行列の型から組織内の業務活動の型を知り, 組織の改善に資することもでき

ると述べている｡

第4茸は情報伝達行列を用いて組織を解析する手法に関して実証的な研究を行なったものであり, 研究

対象とした組織は建設省九州地方建設局管内の熊本工事事務所∴福岡国道工事事務所および北九州国道工

事事務所の3事務所である｡ まず道路工事を改良工事とバイパス工事に分け, それぞれを平地部工事, 市

街地郡工事および山岳部工事に分解 したところ, 各ステイジおよびアクティビティとも業務フローとして

同一のバク- ンをもつことがわかった｡ 業務量は道路工事量と密接な関係をもつはずであるが, 業務量と

道路工事延長とが比例するA型, 業務量が, このA型のほぼ% となる｡ B型および業務量が工事延長に無

関係なC 型の3 種に作業を分類し, 単位延長あたりの標準業務量を延長係数となづけて, 延長係数を同様

にA, B, Cの3種の型に分けている｡ このようにして将来の総工事延長および総工事件数を与えたとき

の業務量が各ポス トごとに算出できるようになり, 与えられた工期の問に工事を完成するための必要人員

数あるいは新しい施工組織への改変なども検討することができるとしている｡

また新 しい組織における親近距離を仮定することはきわめて困難であるので, 今後多くの事 務 所 に お

ける親近距離の現状推定が行なわれなければならないが, 現在の組織中における親近距離を算定すること

は理論的にも実際的にも困難な作業である｡ そこで親近距離を求める簡便法として, 会議というものを情

報伝達行列として表示することに成功したので, 組織における情報伝達を会議の重合と考える方 法 を と

り, このようにして求めた情報伝達行列から親近距離を逆算する方法を提案している｡

第5章は結論であって, 以上の成果を総括 したものである｡

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

公共土木事業の増大に伴なって, 与えられた人数で施工業務を円滑に遂行するためには, 合理的な業務

フローの分析とそれに適応した施工組織の編成が重要な課題となってきたO 著者は公共土木工事の施工組

織に関して, 従来の伝統的な権限と責任の配分体系としての組織論から, 組織内の各構成員問の人間的対

応を考慮に入れた近代的組織論への脱皮の必要性を述べ, その試みとして土木工事を施工する場合の, 令

令, 報告, 会議等の公的な情報だけでなく, 雑談等の私的な情報の流れを著者独自の情報伝達行列という
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形でとらえ, 交通計画におけるOD交通量が構成員相互の対話量に対応していて, これが情報伝達行列の

各要素であると考え, 施工組織の分析および設計に適用している｡

組織の業務活動に関する従来の研究は, いずれも組織の形式的な記述にとどまるか, 抽象的な数式モデ

ルとして扱っているため, 組織を分析して合理的組織を数値的に設計する手法として用いられるまでに至

っていない｡ そこで著者は, 組織における業務活動は組織の成員である個人がみずから行なう白作業と,

命令, 報告, 伝達などの構成員相互の情報交換とに大別できると考え, 各構成員を行と列にとり, その対

角線要素として白作業時間を, その他の要素として相互の対話時間をとることによってえられる行列を情

報伝達行列として定義している｡

情報伝達行列を作成するためには, かなりの観測日時を必要とするが, 著者は建設省九州地方建設局管

内の3事務所について道路工事を対象とした業務分析を行ない, 業務量が道路工事延長とほぼ比例するA

型, 業務量がこのA型のほぼ% となる｡ B型および業務量が道路工事延長に無関係なC型という3種類の

型にアクチビティを分類し, 各事務所のアクチビティ別業務量を単位工事延長あたりになおして標準業務

量を求め, これをアクチビティ別の情報伝達行列として与えておくと, 将来の道路工事延長および工事件

数に対する各構成員ごとの所要業務量が算出され, 労働過重にならないよう増員計画を立てることができ

ると述べている｡ また将来業務の機械化もかなり進行すると思われるので, 電算化係数, 機械化係数を作

成しておくと業務量算定に便利であると指摘している｡

情報伝達行列を作成するのに, 各要素の値を観測することは莫大な労力を必要とするので, 情報伝達行

列を有限マルコフ運鎖で表わすことを試み, 情報伝達行列の確率的な構造を明らかにし, 各構成員の総自

作業時間と総対話時間のみを調査した場合に, 各構成員問の親近距離を与えたならば, 各構成相互の対話

時間を推定することができることを明らかにしている｡ この際, 親近距離の与え方は今後の実証的研究に

まつところがきわめて大きいが, 簡便な方法として著者は会議重合法を提案している｡

従来, 会議に対する解析的表現はみられなかったが, 情報伝達行列で表現することは容易であって, 対

角線要素が共通の沈黙時間であり, 発言時間についてはすべての出席者が等し( 情報をうけると考えるの

である｡ このようにしてえられた会議の情報伝達行列は対角線に対 して対称であり, かつ対角線要素を除

くすべての要素の値は等しく, この場合出席者相互の親近距離は問題とならないので, すべての対話を会

議形式に分解 してから重合する方法をとれば, 親近距離を媒介にせずに情報伝達行列を作成することがで

きることを明らかにしている｡ この際二人の対話も二人からなる会議として処理するのである｡

長期的観点から組織の設計を行なう場合には, 工事の標準延長と工事量の延長係数を与えて標準業務量

を求め, 標準的な施工組織の設計ができるが, ピーク時業務量に対 して設計する必要があると述 べ て い

る｡ この場合, 標準的親近距離の決め方, 各人の配置を決めるときの個性を考慮にいれた親近距離の決め

方の問題など困難な点が残されている｡ また, このような組織論において情報伝達における内容の誤りの

問題, 設計基準となる適正な標準情報伝達行列の決め方は今後の課題であろう｡

以上要するに, 本論文は情報伝達を確率論的にとらえ, 情報伝達行列を用いて施工組織における業務分

析を行ない, 施工組織の設計に貴重な知見を与えたもので, 学術上, 実際上寄与するところが少 な くな

い｡ よって本論又は工学博士の学位論文として価値あるものと認める0
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